
１ 進む小企業経営者の引退

小企業経営者の高齢化が進んでいる｡ 自営業主

の年齢は､ 1990年時点では60歳以上が34.1％､ そ

のうち70歳以上が11.0％であった｡ これが2002年

になると､ 60歳以上が43.3％､ そのうち70歳以上

が17.5％となっている1｡ 平均寿命が伸びており､

健康な高齢者も少なくないことから､ 年齢が高く

なったからといってすぐ仕事ができなくなるわけ
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毎年､ 多くの小企業経営者が引退している｡ 彼らが経営していた事業は､ 親族や従業員といった後

継者に譲渡されたり､ ほかの企業に買収されたりして継続していくのが理想的だろう｡ しかし小企業

では､ 経営者が引退すると廃業してしまうケースのほうが､ むしろ多い｡ 特に､ 規模が小さく､ パフォー

マンスが良くない場合､ その傾向が顕著に現れる｡

その際､ より規模の大きい中小企業では有効な事業譲渡手法の一つになりつつあるＭ＆Ａは､ ①仲

介が事業として成立しにくい､ ②経営のための資産の切り分けが困難､ ③情報が得にくいといった理

由から､ 小企業では事業譲渡のツールにはなりにくいのが現状である｡

とはいえ､ 廃業した事業に蓄積されていた経営資源が､ すべてなくなってしまうわけではない｡ 事

業は譲渡されていなくても､ 取引ネットワークは別の事業主体によって引き継がれているケースも多

い｡ 小企業の廃業が今後も続くと予想されるなか､ その経済的ショックを多少なりとも和らげるため

に､ そうした取引ネットワークの引き継ぎがスムーズに行われることが求められる｡

1 中小企業庁 (2004) p.171参照｡
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ではない｡ しかし､ 引退の時期を迎える経営者は､

着実に増加している｡

小企業経営者の引退によって､ 小企業の廃業が

進んでいくことが予想される｡ 中小企業総合研究

機構 ｢事業承継に関する実態調査｣ (2002年) に

よれば､ 中小企業経営者2の30.9％が ｢自分の代で

事業をやめたい｣ と考えており､ 従業員５人以下

に絞れば､ その割合は54.0％に達している3｡ また､

｢自分の代で事業をやめたい｣ と回答した中小企

業経営者全体のうち､ 32.9％が３年以内の､ 65.3

％が10年以内の廃業を希望している｡

こうしたことから､ 小企業の数は今後大幅に減っ

ていくことが予想される｡ 実際､ すでに小企業の

減少は始まっており､ 中小企業基本法上の小規模

企業の数は､ 2004年時点で378万件と､ 2001年の

410万件から､ わずか３年で32万件減少している4｡

２ 引退イコール廃業が主流

引退した小企業経営者へのアンケート調査から

も､ 経営者が引退することで､ 事業自体が廃業し

てしまうケースが多いことがわかる｡ 小規模企業

共済の共済金を受け取って引退した経営者を対象

として実施された､ 中小企業総合事業団5 ｢小規

模企業経営者の引退に関する実態調査｣ (2003年)

の再分析から､ 小企業経営者の引退の実態を見て

みよう6｡

まず､ 個人経営の場合､ 79.3％の元経営者が､
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＜調査の概要＞

１ 再分析するアンケート

調 査 名：中小企業総合事業団 (現中小企業基盤整備機構) ｢小規模企業経営者の引退に関する実態

調査｣

調査時期：2003年11月～12月

調査対象：同機構が運営する小規模企業共済制度の共済金を､ 2000年度から2002年度に､ ｢法人の解

散｣ ｢個人事業の廃止｣ ｢個人事業の配偶者や子への譲渡｣ により受け取った元経営者｡

２ ヒアリング調査

2005年10月から2006年６月の間に､ 引退した経営者の事業を引き継いだ小企業11社､ その他の小企

業19社､ 商工会議所・商工会４団体､ 税理士・民間金融機関のＭ＆Ａ担当者４人に対して､ 訪問によ

る聞き取り調査を実施した｡

＜参考＞回答者が経営していた企業の従業員数
(単位：％)

２人以下 ３～５人 ６～９人 10人以上 不明 Ｎ

法人 39.2 29.0 10.6 13.5 7.7 1,111

個人 64.7 12.2 2.8 1.9 18.4 2,711

(注) 小規模企業共済制度の加入資格は､ 常時使用する従業員が20人以下 (商業

とサービス業では５人以下) の個人事業主と法人役員である｡

2 サンプルは製造業のみ｡
3 中小企業庁 (2003) p.104 参照｡
4 中小企業庁 (2006) p.377 参照｡
5 現中小企業基盤整備機構
6 集計結果の一部については､ 中小企業庁 (2004) pp.203～225で紹介されている｡



引退によって ｢廃業｣ したと回答しており､ 後継

者や他社への事業譲渡に成功したのは20.7％に止

まっている (図―１)｡

一方､ 法人企業では､ 法人がそのまま存続して

いるケースが35.8％､ 法人は解散したものの事業

は譲渡されているケースが7.6％と､ 個人経営に

比べて事業が引き継がれる確率が高くなっている｡

これは､ サンプルの事業規模が個人経営よりやや

大きいため､ 社内に後継者がいたり､ 後継者がい

なくても他社に事業が譲渡されたりすることが多

いからだと考えられる｡ しかし､ それでも､ 経営

者が引退した小さな法人は､ 過半数の56.6％で事

業が譲渡されずにそのまま廃業している7｡

このように､ 個人であっても法人であっても､

小企業の経営者が引退した場合､ 多くのケースで

彼らが経営していた事業もそのまま消滅してしまっ

ているのである｡

３ 廃業割合の決定要因

では､ 経営者の属性や引退時の経営状況によっ

て､ 廃業の割合は異なるのだろうか｡ 図―１で示

した法人の解散と存続の割合は､ 企業や経営者の

属性ごとには公表されていないため､ ここでは主

に個人事業の経営者が引退した際のデータを使っ

て確認していくことにする｡

� 業種

廃業の割合を業種別に見ると､ ｢製造業｣ (91.5

％)､ ｢建設業｣ (91.0％)､ ｢不動産業｣ (83.3％)

などでは､ 経営者の引退イコール廃業となる確率

がきわめて高いことがわかる (図―２)｡ 一方､

｢金融・保険業｣ (56.5％) では廃業する企業はほ

ぼ半数で､ 事業を ｢譲渡｣ したケースも比較的多

い｡ このように､ 廃業の割合は業種ごとに大きな

違いがあり､ 業種によって事業譲渡の容易さが異

なっていることが推測される｡

� 従業員規模

経営者を引退すると決めたときの従業員規模別
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7 経営者の死亡による共済金受け取りのケースは､ その後の事業実態が不明であるため集計から除いている｡

資料：廃業と譲渡の割合は中小企業総合事業団「小規模企業経営者

の引退に関する実態調査」（2003年11月）、法人の解散と存続

の割合は中小企業基盤整備機構提供の資料による。 

（注）１　「廃業」「譲渡」は、それぞれ経営者をやめたときの事業

について「廃業・清算した」「他の人や企業に譲った」と

回答した元経営者の割合。 

 ２　法人のサンプルには代表取締役以外の役員も含まれるが、

制度の加入者の大半は代表取締役と考えられる。 

個人 

法人は解散（64.2） 

廃業 譲渡 

法人は存続 

法人 

図―１　経営者を引退したときの事業 
（単位：％） 

79.3 20.7

56.6 35.87.6

資料：中小企業総合事業団「小規模企業経営者の引退に関する実態

調査」（2003年11月） 

（注）１　個人のみの集計。 

 ２　図―１（注）１に同じ。 

製造業 

建設業 

不動産業 
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飲食店 

サービス業 
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その他 

廃業 譲渡 

図―２　業種と廃業割合（個人） 
（単位：％）

91.5 8.5

91.0 9.0

83.3 16.7

81.9 18.1

81.2 18.8

79.5 20.5

69.3 30.7

67.3 32.7

56.5 43.5

72.3 27.7



に､ 廃業の割合を見ると､ 家族のみでの営業が多

いと考えられる ｢２人以下｣ の企業では83.2％と､

３人以上の企業に比べて廃業割合が一段と高いこ

とがわかる (図―３)｡

こうした小企業では､ 経営者自身がコアな人材

であり､ その人が引退することで事業の価値その

ものが失われるケースが多いことが､ その要因と

して考えられる｡ 腕の良いコックが経営する飲食

店や､ 長年の経験をもつ棟梁が率いる工務店では､

彼らが引退して仕事をしなくなれば､ その事業の

価値は大幅に低下するため､ 事業が承継される可

能性は低くなるのである｡

一方､ 従業員が ｢10人以上｣ の企業では､ 廃業

は47.6％となっており､ 事業譲渡されるほうがむ

しろ多くなっている｡ これは､ 事業規模が大きく

なると､ 従業員や外部から人材を見出すことがで

きる可能性が高まるためであると考えられる｡ 平

均規模の大きい法人のほうが廃業割合が低いとい

う図―１のデータとも整合的である｡

� 経営状況

最後に､ 経営状況に関する指標ごとに､ 廃業の

割合を見てみる｡ まず ｢前年同期に比べた売り上

げ｣ では､ ｢増加傾向｣ の企業で62.5％､ ｢横ばい｣

の企業で59.9％であったのに対し､ ｢減少傾向｣

の企業では83.4％となっており､ 事業の成長性が

高いほうが､ 廃業するケースが少ないことがわか

る (図―４)｡

さらに､ ｢経常利益｣ では ｢直前期黒字｣ の企

業の66.2％に対し､ ｢２期連続赤字｣ の企業では

88.6％､ ｢資産の状況｣ では ｢資産超過｣ の企業

の72.0％に対し､ ｢債務超過｣ の企業では85.3％と

なっており､ それぞれ経営状況が良い企業ほど､

廃業の割合は少なく､ 事業を譲渡するケースが多

くなっていることがわかる｡

このように､ 事業の将来性や収益性は､ 事業承

継の可能性を決める大きなファクターになってい

るといえよう8｡ ただ､ ここで注目したいのは､

いずれの条件でも過半数の経営者が廃業を選択し

ていることである｡ パフォーマンスが良いからと

いって､ 必ずしも事業が譲渡されるわけではない｡

それでもなお､ 廃業を選択する企業の割合のほう
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２人以下 

３～５人 

６～９人 

10人以上 

廃業 譲渡 

図―３　従業員規模と廃業割合（個人） 
（単位：％） 

83.2 16.8

60.4 39.6

61.2 38.8

47.6 52.4

資料：図―２に同じ 

（注）図―２に同じ。 

増加傾向 

横ばい 

減少傾向 

廃業 譲渡 

図―４　経営状況と廃業割合（個人） 

（単位：％） ①前年同期に比べた売り上げ 

62.5 37.5

59.9 40.1

83.4 16.6

直前期 
黒字 

直前期 
のみ赤字 

２期連続 
赤字 

廃業 譲渡 
②経常利益 

66.2 33.8

84.8 15.2

88.6 11.4

資産超過 

資産負債 
同等 

債務超過 

廃業 譲渡 
③資産の状況 

72.0 28.0

79.8 20.2

85.3 14.7

資料：図―２に同じ 

（注）図―２に同じ。 

8 本庄裕司・安田武彦 (2005) は､ 中小製造業の経営者が将来事業の継続を望む要因を計量分析している｡ その結果､ 収益力や技術

力が高く､ 企業規模が大きい方が､ 事業存続を望む確率が高まるという結論を導いている｡ 本稿の結果は､ こうした分析結果とも整

合的である｡



が高いのである｡

ここで､ 法人企業についても確認してみると､

｢前年同期に比べた売り上げ｣ ｢経常利益｣ ｢資産

の状況｣ ともに､ パフォーマンスが良い企業のほ

うが廃業の割合は低くなった (図―５)｡ 法人を

解散した場合のみの集計であり､ 法人がそのまま

存続されているケースが含まれていないことに注

意する必要があるものの､ 全体の傾向は個人経営

の場合と変わらないことが推測される｡

４ 小企業にはなじまないＭ＆Ａ

ここまでアンケートで見てきたように､ 条件に

よっては小企業の事業譲渡の可能性は高まる｡ し

かし同時に､ いくら条件が良さそうに見えても､

大半の小企業経営者が引退後に廃業を選択してい

ることもわかった｡

もともと一代で事業を終わるつもりだった場合

は別として､ 引退する経営者は､ できることなら

親族や気心が知れた従業員に後継者になってもら

いたい､ それが叶わないなら事業をだれかに引き

取って欲しいと考えるのが普通だろう｡

中小企業基盤整備機構のなかに事務局を置く事

業承継協議会が2006年６月に発表した ｢事業承継

ガイドライン｣ でも､ 事業承継の具体的な方法と

して､ 親族による承継､ 従業員や外部人材による

承継に加え､ 事業を売却するＭ＆Ａの有効性を強

調している9｡

しかし､ Ｍ＆Ａによる事業譲渡は､ 小企業の実

態にはなじまないと考えられる｡ 事実､ 小企業の

Ｍ＆Ａの件数は非常に少ない｡ Ｍ＆Ａ仲介業者で

ある㈱レコフによると､ 未上場企業間の売買件数

は2005年で651件であった10｡ また､ 大阪商工会議

所では1997年から事業の譲渡や売却を希望する中

小企業と､ 事業の譲受や買収を希望する企業の情

報を登録し､ 企業同士のマッチングを行っている

ものの､ その実績は2006年10月末時点で23件と､

必ずしも多いとはいえない11｡ 同様の業務を1998

年にスタートした東京商工会議所でも､ 2006年10

月末日までの成約実績は14件となっている12｡

こうした数字はやや規模の大きい中小企業や中

堅企業を含んでおり､ 小企業に限っていえば､ さ

らに件数は少なくなると考えられる｡ 中小企業庁

(2006) でも､ ｢11名の小規模企業でもＭ＆Ａによ

る事業承継が成功している例もある｣ (傍点筆者)
・・・・

と強調しているとおり､ まだまだ小企業のＭ＆Ａ

は珍しいことを示唆している｡ では､ なぜ小企業

でＭ＆Ａが進まないのだろうか｡
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9 事業承継協議会ホームページ参照｡
10 中小企業庁 (2006) p.180参照｡
11 大阪商工会議所ホームページ参照｡
12 東京商工会議所ホームページ参照｡

増加傾向 

横ばい 

減少傾向 

廃業 譲渡 

図―５　経営状況と廃業割合（法人） 

（単位：％） ①前年同期に比べた売り上げ 

57.9 42.1

78.1 21.9

90.5 9.5

直前期 
黒字 

直前期 
のみ赤字 

２期連続 
赤字 

廃業 譲渡 
②経常利益 

78.0 22.0

84.4 15.6

91.2 8.8

資産超過 

資産負債 
同等 

債務超過 

廃業 譲渡 
③資産の状況 

85.8 14.2

87.2 12.8

90.9 9.1

資料：図―２に同じ 

（注）１　法人のみ集計。 

 ２　図―１に同じ。 



� 仲介が事業として成立しない

東京商工会議所によると､ 事業を譲渡したいと

の中小企業からの相談は､ 成約件数の数十倍は寄

せられているという｡ 規模が小さい企業からの相

談も､ 少ないわけではない｡ それでも実績が伸び

ていない理由の最も大きな理由として､ 売却希望

企業の規模の問題をあげている｡

同商工会議所によるＭ＆Ａサポート事業では､

本格的な売買交渉に入ると､ 公正な資産査定と契

約を行うために専門の仲介業者が間に入る｡ そう

した業者にとって､ 資産査定､ 価格交渉､ 書類作

成などといった手間は､ 企業の規模が小さくても

大幅に少なくなるわけではない｡ 事業として採算

にのせるためには､ どうしても1,000万円近くの

仲介手数料が必要となってくる13｡ そのため､ 純

資産額が数千万円程度の小企業では､ 手数料を差

し引くと手取り額が非常に少なくなり､ 売り手に

とっては事業売却の金銭的メリットがなくなって

しまうのである｡ あるメガバンクのＭ＆Ａ担当者

も､ ｢売買価格が１億円以下の企業では､ コスト

を考えれば成約までたどり着くことは少ない｣ と

語る｡ このように､ 小企業のレベルでは､ Ｍ＆Ａ

の仲介が事業として成立しにくいのである｡

� 経営のための資産の切り分けが困難

小企業では､ 経営者の個人資産が事業のために

提供されていることが多い｡ 自宅の一部を店舗や

事務所として使用していることも珍しくない｡ 小

企業の約70％を占める個人事業では､ そもそも事

業経営のための資産と家計が渾然一体としている

ケースが非常に多い14｡ また､ 経営形態が法人に

なっていても､ 経営者個人名義の土地に法人名義

の工場が建っていたり､ 経営者の不動産や預金が

金融機関からの借入の担保になっていたりするケー

スもある｡ 担保となっていなくても､ 経営者や家

族が個人保証をしている場合､ 金融機関はそうし

た個人資産を与信の裏付けとして考える｡ このよ

うに､ 小企業では､ ｢事業｣ を経営者個人の資産

から切り分けることが難しいことが多い｡

仮に不動産が法人名義であったとしても､ 譲渡

の対象となる資産に不動産まですべて含んでしま

うと､ 買い取りに必要な資金は事業の規模に比べ

て非常に高額になり､ なかなか買い手がつかなく

なることも考えられる｡

不動産取得を伴うＭ＆Ａに成功した事例として､

ある機械部品メーカーが､ 従業員数人の小さな金

属部品加工会社を買い取ったケースを見てみると､

取引先が有望だったことに加え､ 会社名義の工場

に魅力があったことを理由にあげている｡ 都内で

工場の新規立地が難しいなか､ 新工場を確保でき

るチャンスを逃したくなかったのである｡ つまり

このケースでは､ 形式上はＭ＆Ａではあるものの

主眼は不動産の取得であった｡ このように小企業

のＭ＆Ａは､ 会社の資産すべての買い取りに魅力

があるという限られた条件のもとでのみ､成立する

可能性があると考えたほうがよいのかもしれない｡

� Ｍ＆Ａの情報が得られにくい

三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング㈱ ｢｢事

業承継｣ ｢職業能力承継｣ アンケート調査｣ (2005

年) によると､ 事業売却時の障壁として､ ｢適当

な売却先を見つけるのが困難｣ をあげる中小企業

が67.3％となっている15｡ 前述の成功事例でも､

Ｍ＆Ａがスムーズにまとまったのは､ 偶然にも顧

問税理士が同じだったからだそうだ｡ また､ ｢公
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13 東京商工会議所のホームページによれば､ 同会議所のＭ＆Ａ事業における担当アドバイザーの成功報酬は､ 原則として最低1,000万

円となっている｡ 大阪商工会議所も､ ほぼ同様である (同商工会議所ホームページ参照)｡
14 中小企業庁 (2006) pp.377～378によると､ 2004年時点の小規模企業378万件のうち､ 個人事業は269万件､ 法人は109万件である｡
15 中小企業庁 (2006) p.185参照｡



式な売却価格を決定しづらい｣ (41.1％) に続い

て､ ｢身売りの噂が流れ､ 取引に悪影響が出る恐

れがある｣ (35.9％) があがっており､ 売却情報

を公開することに抵抗感が大きいことも､ 障壁と

なっていることが推測される｡ 東京商工会議所等

への売却情報の登録が､ 廃業予定企業全体から見

ればごくわずかであるということも､ こうした抵

抗感を裏付けているといえるだろう｡

５ 引き継がれる取引ネットワーク

このように､ 後継者がいない小企業経営者が引

退するケースでは､ 事業譲渡の次善策としてのＭ

＆Ａも難しい｡ そのために､ 経営者の引退をきっ

かけとして､ 結局は廃業に至っている小企業が多

いということが推測される｡

しかし､ 廃業する小企業が多い割には､ その影

響はそれほど大きくないようにも感じられる｡ そ

の理由はなぜなのだろうか｡ そうした問題意識か

ら行ったヒアリング調査で判明したのは､ 引退す

る経営者の多くが､ 販売先､ 受注先､ 仕入先､ 外

注委託先､ 販売委託先など外部の企業や消費者と

の取引ネットワークを同業者や従業員に意識的に

引き継がせているという事実である (図―６)｡

引退する経営者は､ Ｍ＆Ａによる事業譲渡の障害

となっていた事業の切り分けの問題を､ 取引ネッ

トワークのみの譲渡で回避するとともに､ 廃業の

社会的ショックを少しでも和らげようとしている｡

以下では､ こうした小企業のネットワーク引き継

ぎの実態について事例を通して見ていく (表―１)｡

【事例１】

業種：LPガス販売業 (商工会での聞き取り)

Ａ県では､ LP ガスの販売をガソリンスタンド

が兼業で行っていることが多い｡ LP ガスは需要

に波が少ないことから､ 事業全体に安定した利益

をもたらしている｡ しかし､ 本業であるガソリン

の販売は競争が激しい｡ そのため､ 業績悪化や､

経営者の高齢化などの要因で廃業する企業も増え

ている｡

その場合､ 採算の取れていなかったガソリンス

タンドをそのまま買い取ろうとする企業は､ まず

出てこない｡ ただ､ LP ガスの顧客は､ 近隣の同

業者に引き継いでもらうことが多いという｡ 引き

継ぐ際の対価は､ 数年で回収できる金額とされて

おり､ 最近の例では顧客１軒当たり１万円だった

そうだ｡

LP ガスは､ 生活に必要不可欠なものであり､

供給が途絶えてしまうと､ 顧客に多大な迷惑がか

かる｡ ガス漏れなど緊急時の対応も必要であるた

め､ サービスが途切れることは､ 絶対にあっては

ならない｡

顧客はサービスが継続され､ 引き受ける企業に

とっても､ 将来の売り上げを増やせるメリットが

ある｡ 引退した経営者も､ 多少なりとも現金が手

に入ることで､引退後の生活の安定に役立っている｡
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図―６　取引ネットワークの範囲 

資料：筆者作成 



【事例２】

業種：酒小売業

昭和初期から営業している老舗の酒小売店経営

者が､ 77歳で引退を決意した｡ 自宅兼用の店舗で

は自動販売機による販売のみを継続し､ いずれは

サラリーマンである息子に相続するつもりである｡

一方､ 売り上げの中心であった配達による販売

先は､ 長年勤めていたＢさんに引き継いでもらう

ことにした｡ ただ､ 相続後の資産の活用を考え､

店舗兼住宅のうちの店舗のみを賃貸するのは避け

たかった｡ 一括でＢさんに買い取ってもらうこと

も考えたが､ 土地建物の時価は１億円近く､ Ｂさ

んの資力では購入は不可能だった｡ 個人名義の酒

販免許の譲渡は３親等以内の親族に制限されてお

り､ 従業員には譲渡できないという問題もあった｡

そこで､ Ｂさんは新たに酒販免許を取得し､ 元

勤務先から300メートルほど離れた賃借物件で創

業した｡ 販売先を引き継いだことで､ 創業当初か

ら経営は安定している｡ 仕入ルートもそのまま引

き継いだ｡ 取引先の譲渡に関しては､ ｢退職金代

わりに｣ということで､金銭の授受は行われなかった｡

【事例３】

業種：建築工事業

ビルやマンションの建築で60年の業歴のあった

建設会社が､ 採算の悪化で廃業を決意した｡ 新規

の受注が振るわず､ 全体では赤字が続いていたが､

過去に建設した建物のメンテナンスやリフォーム

に関する受注は伸びていたため､ 従業員のＣさん

に､ 会社を売却することを提案した｡

しかし､ 同社の株式は創業者から相続した親族

が分散して持っており､ 利害関係者が非常に多い

ことから価格の交渉は難航した｡ 数名残っていた

ほかの従業員や､ 不採算部門をどうするかという
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表―１ 事例概要

【事例１】 【事例２】 【事例３】

業種 LPガス販売業 酒小売業 建築工事業

従業員数 － ４人 ６人

組織形態 － 個人 法人

廃業理由
別部門の赤字､

経営者の高齢化など
高齢による引退 赤字

譲渡できなかった理由
事業を一括で引き受けてくれる後

継者や企業がいなかった｡

①経営者の自宅兼店舗を売却でき

なかった｡

②酒販免許を従業員が譲り受ける

ことができなかった｡

①経営者名義であった本社の土地

を従業員が買い取れなかった｡

②経営者の親族が保有する株式を

従業員が買い取れなかった｡

引き継ぐ人や企業 同業者 従業員 従業員

取引ネット

ワーク引き継

ぎのメリット

引き継ぐ

側
取引先を増やすことができる｡

①開業資金をおさえることができ

る｡

②新しい取引先を探すコストをお

さえることができる｡

①開業資金をおさえることができ

る｡

②新しい取引先を探すコストをお

さえることができる｡

取引先 サービスが継続される｡

①引き続き配達してもらえる (販

売先)｡

②売り上げを維持できる (仕入先)｡

①建物をよく知っている企業にメ

ンテナンスやリフォームの依頼

ができる (販売先)｡

②工事の発注が継続される (外注

先)｡

引退する

経営者

①取引先に迷惑をかけずに引退で

きる｡

②現金が手に入る｡

①取引先に迷惑をかけずに引退で

きる｡

②退職金を支払わなくてもよい｡

①取引先に迷惑をかけずに引退で

きる｡

②退職金を支払わなくてもよい｡



問題もあった｡ また､ 本社の敷地は経営者名義で､

銀行借入の担保となっていた｡ 法人と経営者の資

産をすべて買い取るには､ 数億円以上の資金が必

要で､ Ｃさんには全く手が出せなかった｡

そこで元経営者は､ Ｃさんに建物のメンテナン

スやリフォームを一手に引き受ける新会社を設立

してもらうことにした｡ 引き継ぎに際しては､

｢当社のリフォーム部門が独立して営業を始めた｣

との挨拶状を元経営者とＣさんが連名で出し､ 顧

客をスムーズに移行させた｡ また､ 販売先だけで

なく､ 外注先の工務店との取引も引き継がれ､ 順

調にリフォームの受注を獲得できている｡

６ 取引ネットワーク引き継ぎのメ
リット

以上の事例のように､ 取引ネットワークが引き

継がれるのは､ 多くの関係者に何らかのメリット

があるためであろう｡ そこで､ それぞれのメリッ

トについて整理してみる｡

� 引き継ぎ側の負担が少ない

取引ネットワークの引き継ぎの場合､ 事業の資

産すべてを評価するわけではない｡ 事例１ではガ

ソリンスタンド全体ではなく LP ガスの取引先の

みを､ 事例２では店舗兼住宅ごと買い取るのでは

なく､ 配達先のみを引き継いだ｡ 事例３でも､ 経

営者の資産を切り離し､ 将来の取引先を引き継い

でいる｡ このように廃業する小企業のもつ経営資

源のなかから取引ネットワークのみを分離するこ

とで､ 引き継ぎ側の金銭の負担は大幅に軽減され

ている｡ 事例２や事例３のように､ ｢退職金代わ

り｣ ではあるが金銭のやり取りなしで譲渡されて

いるケースも少なくない｡ また､ 事例１で仮にガ

ソリンスタンド全体を買い取ろうとする企業が現

れたとしても､ 資産査定や売却条件設定の交渉は

かなり煩雑になり､ 長期化することも考えられる｡

実際には､ 将来顧客から得られる利益というわか

りやすい基準で､ 取引ネットワークのみの引き継

ぎがなされているのである｡

� 取引先の利便性を維持

小企業であっても､ 一旦廃業すれば､ その販売

先である消費者や企業は､ 代替商品を扱う企業を

探すためのコストを払う必要がある｡ 事例１の

LP ガスのように､ 常時メンテナンスが必要な場

合は､ 特に重要である｡ ほかの企業が引き継ぐこ

とで､ 切れ目のないサービスを受けることが可能

になっている｡ 企業間取引であれば､ しばらくの

間､ 生産が中断する可能性もある｡ また､ 事例２

では仕入先の酒問屋の売り上げを､ 事例３では外

注先の工務店の仕事を確保できている｡

このように､ 取引ネットワークを引き継ぐこと

で､ 販売先や仕入先､ 外注先の利便性や仕事が維

持されているのである｡ ただし､ 取引先の利便性

や仕事はＭ＆Ａによっても維持されるので､ 取引

ネットワーク引き継ぎだけの特徴とはいえないこ

とに注意する必要がある｡

� 引退する経営者にもメリット

事例２のように､ 廃業しても店舗兼用の自宅は

売却したくないと考える経営者は多い｡ 取引ネッ

トワークのみの引き継ぎであれば､ 取引先への影

響は最小限に抑えつつ､ 重要だと考える経営資源

を切り分けることも容易である｡ 個人経営である

ことも､ 障害にはならない｡ Ｍ＆Ａに付きまとう

｢身売り｣ という悪いイメージも､ それほど大き

くないと推測される｡

また､ 事例２や事例３のように､ 従業員が独立

して引き継ぐ場合､ 廃業後の彼らの雇用を心配す

ることもなくなる｡ 退職金も､ 取引ネットワーク

の引き継ぎで相殺できる可能性がある｡ Ｍ＆Ａほ

どではないものの､ 場合によっては収入が得られ

るケースもあるようだ｡

このように､ 引退する経営者にとって､ 取引ネッ
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トワークの引き継ぎは､ 単なる廃業に比べれば､

精神的にも金銭的にもメリットがあると考えるこ

とができよう｡

７ 取引ネットワーク引き継ぎの課
題と成立条件

ここまで取引ネットワーク引き継ぎのメリット

を見てきた｡ しかし､ 課題が無いわけではない｡

まず､ 取引ネットワークの引き継ぎのみでは､ 従

業員の雇用は完全には守ることができない｡ 事例

１のガソリンスタンドのケースでは従業員は全員

解雇されるのが一般的であるという｡ 事例３のケー

スでも､ 廃業時に従業員５人が職を失っている｡

また､ すべての取引先が自動的に引き継がれる

わけではない｡ 事例１ではガソリンスタンドの顧

客は､ 引き継がれていない｡ 事例２では､ 廃業し

た酒販店から新店舗までの距離はわずか300メー

トルであったものの､ 幹線道路を越え､ 住宅地か

ら最寄駅に行く道筋からもはずれたため､来店して

購入していた顧客の多くは離れてしまったそうだ｡

次の事例のように､ 取引先の引き継ぎが行われ

にくい業種もある｡

【事例４】

業種：上下水道工事業 (同業者からの聞き取り)

Ｄ市内では､ 最近同業者が何社か廃業している

が､ だれかが取引先を引き継いだという話は全く

聞かない｡ 引き継ぐ側に､ メリットがほとんどな

いからである｡

最も仕事量の多い公共工事は､ ほとんど入札で

工事業者が決定されるため､ 引き継ぎという考え

方自体がない｡ 工務店からの受注も､ 指定業者間

の競争になるのが普通であり､ 引き継いだら簡単

に仕事が取れるというものでもない｡ ｢入札契約

適正化法｣ の施行により､ 2001年以降､ 市外の業

者がＤ市の指定工事業者の認定を受けることが可

能になったことも競争に拍車をかけている｡

また､ 一般住宅から直接受注するケースでも､

取引の継続性は意外に少ない｡ 家庭で上下水道業

者を呼ぶのは､ めったにない急なトラブルの際が

中心である｡ 定期的なつながりがないため､ 過去

に工事をしていても､ よほど近所でない限り､ ま

た連絡が入ることは少ない｡

このように､ すべての業種で取引ネットワーク

の引き継ぎが行われているわけではない｡ 取引ネッ

トワーク引き継ぎには､ 一定の成立条件があるこ

とが､ それぞれの事例から推測できる｡ 一つは将

来における取引の期待が大きいこと､ もう一つは､

取引ネットワークの相手側にとって取引先の代替

にかかるコストが高いことである (図―７)｡

� 将来における取引の期待

事例ごとに､ 将来における取引の期待の大きさ

を考えてみよう｡ 事例１ではLPガスの販売先を､

事例２では継続取引の期待できる配達先を､ 事例

３ではリフォームの受注が期待できる顧客を引き

継いでおり､ それぞれ将来の安定した取引が期待

できる｡ 同様なケースとして､ ある廃業した家電

小売店の顧客からの修理を､ 近隣の同業者が一手

に引き受けている事例もあった｡ 修理だけでなく､
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図―７　引き継がれやすい取引ネットワーク 

資料：筆者作成 
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将来の家電製品の販売も期待してのものだ｡

一方､ 事例４では､ 過去に受注した顧客リスト

を引き継いだとしても､ 新たな取引が生まれる保

証はほとんどない｡

取引ネットワークの引き継ぎが行われるかどう

かは､ 引き受け側にインセンティブが発生するか

どうかにかかっている｡ 将来期待される取引が大

きいほど､ 取引ネットワークは引き継がれやすく

なるのである｡

� 代替にかかるコスト

取引ネットワークの相手側､ すなわち取引先に

とって､ 取引関係が代替しにくいものであれば､

取引ネットワークは引き継がれやすくなる｡ 代替

が難しいケースとは､ 代替先を探すのに時間やコ

ストがかかったり､ 代替先と取引を開始するとき

に新たな費用が発生したりする場合である｡

事例１では､ 商品が LP ガスという生活必需品

であり､ 即座に代替先を探す必要がある｡ また､

安全が非常に重要であることから､ メンテナンス

が途切れるのも問題である｡ 廃業が明らかになれ

ば､ ほかの業者がアプローチすることになるだろ

うが､ きちんとした引き継ぎがなければ､ 混乱が

発生する懸念はぬぐえない｡

事例２では､ 市街地に近い取引先にとっては､

代替にかかるコストはそれほど大きくないかもし

れない｡ ただ､ ほかの酒販店からかなり離れてい

る取引先では､ これまでと同様の価格や配達頻度

を維持するのは難しくなる可能性もある｡

事例３では､ 顧客は引き継いだ企業を通して､

建物を施工した建設会社と間接的につながること

ができる｡ 建築時にどのように施工したかがある

程度わかれば､ リフォームや修理にかかるコスト

は軽減されることになるだろう｡

一方､ 事例４では､ 競争が激しい業界であるこ

とから､ 容易に代替企業を見つけられ､ 市の認定

によって施工能力も判断できる｡ そのため､ 廃業

する企業との取引関係を継続する必要性は低く､

取引ネットワークが引き継がれることは少ないの

である｡

８ まとめ

廃業した小企業の取引ネットワークの引き継ぎ

は､ 必ずしもすべての場合に有効というわけでは

ない｡ それでも､ 引退する経営者や引き継ぐ側の

企業､ さらには取引ネットワークに含まれる企業

や消費者に､ さまざまなメリットをもたらすケー

スも多く､ 小企業の廃業による､ 経済への影響を

緩和する効果があると考えられる｡

小企業経営者の高齢化が進んでいることから､

今後､ 彼らの引退も着実に増えていくだろう｡ し

かし､ 後継者問題はそう簡単に解決できるもので

はないし､ 小企業のＭ＆Ａが急増するとは考えに

くい｡

後継者問題やＭ＆Ａによる事業全体の譲渡につ

いては､ これまでさまざまな議論がなされてきた

ものの､ 事業の一部分の譲渡ともいえる取引ネッ

トワーク引き継ぎは､ これまであまり注目されて

いなかった｡ 経営者の引退による小企業の廃業が

続くことが予想されるなか､ そうした廃業の経済

的ショックを少しでも和らげるために､ こうした

取引ネットワークの引き継ぎがスムーズに行える

ような支援策の充実が､ 今後､ 求められるのでは

ないだろうか｡

―取引ネットワーク引き継ぎの有効性―
小企業経営者の引退と廃業
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